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皆さま、はじめまして！
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１．自治体営業にとっての「冬」とは？

２．翌年度提案準備とは？

３．提案スタートの準備とは？



6

１．自治体営業にとっての「冬」とは？



7自治体営業にとっての「冬」とは

自治体の予算スケジュール

（＝翌々年度予算）
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２．翌年度提案準備とは？



9翌年度提案準備とは

どの自治体の、どの部署に、どういう切り口で、何を提案するか？

行政計画の読み込み

① 行政計画と、自社ソリューションとのマッチング検討

（行政計画＝自治体の中長期方針）

② 事業ポートフォリオの検討

③ 継続事業の調査（予算書での確認）



10行政計画とは（総合計画）

「行政計画」・・・神戸市の事例

出典：神戸市HPより

「メニュー」 「市政情報」
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出典：神戸市HPより

「メニュー」 「市政情報」

行政計画とは（総合計画）

「行政計画」・・・神戸市の事例
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出典：神戸市HPより

「分野別」 「市政情報」 「計画」

行政計画とは（総合計画）

「行政計画」・・・神戸市の事例
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出典：神戸市HPより

「メニュー」 「市政情報」 「計画」

行政計画とは（総合計画）

「行政計画」・・・神戸市の事例
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出典：神戸市HPより
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「行政計画」・・・神戸市の事例
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出典：神戸市HPより

行政計画とは（総合計画）
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出典：神戸市HPより

行政計画とは（総合計画）
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出典：神戸市HPより

「メニュー」 「市政情報」 「計画」

行政計画とは（個別計画）

「行政計画」・・・神戸市の事例



18

出典：神戸市HPより

行政計画とは（個別計画）
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出典：宮津市HPより

京都府宮津市の令和5年度当初予算事業等説明資料より

なぜ行政計画が重要なのか？
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出典：市原市資料より

千葉県市原市の令和2年度事業シート（概要説明書）より

なぜ行政計画が重要なのか？



21① 行政計画と自社ソリューションとのマッチング

実施計画「神戸2025ビジョン」と映像制作ソリューションとのマッチング

項目 計画記載 担当部署 映像制作ソリューション 推進金額

ホールや劇場だけでなく、街中やさまざまな場所で
文化芸術に触れられる場や機会を創出し、まちの賑
わいづくりやナイトタイムエコノミーの活性化を推
進します。

プロジェクションマッピング映像制作／シティブランディング映像制作 15,000,000

文化芸術の広報・情報発信力の強化 文化振興課 文化イベント・芸術祭の記録映像／デジタル配信向けコンテンツ制作 10,000,000

神戸ならではの文化コンテンツや、豊かな自然・文
化資源を活かしたエリアごとに異なる地域の魅力・
個性の磨き上げ

地域や文化施設・文化団体間の連携・協働を推進す
るネットワーク・プラットフォームの構築

プロ楽団などの活動を通じた更なるシティプロモー
ションの推進、神戸ブランドの向上

基本目標3
⑥

首都圏などへの神戸の魅力発信及び移住促進の取り
組みを行い、関係人口創出・拡大と地域課題解決の
好循環をめざす。

まちづくり推進
課

移住促進PR映像／仕事×暮らし・若者向けムービー 6,000,000

基本目標3
⑨⑩⑪

・都心・三宮再整備の推進と回遊性の向上
・ウォーターフロントなどの魅力向上
・駅前空間の魅力向上

都市計画部
まちづくり企画
課

都市空間プロモーション動画／回遊ルート案内・体験型映像
AR/VR まちあるき映像

15,000,000

基本目標1
④
空港関連は節9
の本文部

2025年の国際チャーター便運用開始、国内線発着枠
拡大、2030年頃の国際定期便就航という道筋が合
意。
交通アクセス強化と観光・ビジネス需要創出を周辺
自治体・経済界と協力し推進。
空の玄関口にふさわしいターミナル整備を着実に推
進。

交通アクセス推
進室
観光戦略課

空港・周遊観光動画／多言語PR映像（海外誘客） 10,000,000

基本目標3
①⑥⑧

（映像制作会社の場合）

※翌年度の予算要求に向けた提案ネタなので、翌々年度の事業になります
※上記を全て提案していったとしても、生き残る（＝予算化される）のは 2割程度になったりします
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・どのような行政計画があるのか、そこではどのような政策・施策が立てられているのか、
それに対して自社事業がどのようにお役立ちできるのか、事業・提案の方向性を見定める。

・横軸＝顧客軸：（既存）アプローチできている自治体・部署

（新規）これから新たにアプローチしていくべき自治体・部署

縦軸＝商材軸：（既存）既存の事業・商材

（新規）新たに作っていく事業・商材

の4象限に分けて、事業・提案の方向性を整理する。

・自社だけでは実現できないお役立ち領域については、今後連携を模索すべきプレーヤー
（企業）についても検討するとともに、その企業の自治体領域での実績なども確認していく
ことで、新たなお役立ち事業の創出を図る。

※自社の人員計画と合わせて検討することが重要！

（どの領域を誰に担当させるのか？）

② 事業ポートフォリオの検討
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※行政計画と自社ソリューションとのマッチングをベースに「新規」領域にどれだけリソースを割くかを検討する

② 事業ポートフォリオの検討 （4象限での整理）



24③ 継続案件の調査（予算書での確認）

（京都府宮津市の令和5年度当初予算 事業等説明資料より）

・自治体事業は複数年度で計画されていることが多い
・継続事業では、初年度は入札、2年目・3年目は随意契約になることが多い
・ただし、事業遂行において課題がある場合は、仕様書を改善して改めて入札になる可能性がある
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３．提案スタートの準備とは？



26提案に必要な4つの要素

現状

課題

解決策（＝事業）

得られる効果

・官公庁・自治体公表資料

（行政計画、白書、議会議事録、報道発表、予算書…）

・民間調査資料

・ニュース、記事

・身近な体験・経験・・・

※職員が知らないことならなおベター

・誰が・誰に・何を・どうするのか、具体的に

（＝事業スキームを意識する：後述）

※地域住民のための施策であることを意識して

※自社の強みを客観的に盛り込む！

・何がどう変わるのか？

・何を実現できるのか？

・地域住民にとってどういうメリットがあるか？



27提案に必要な4つの要素

提案に必要な4つの要素 「現状」「課題」「解決策（＝事業）」「得られる効果」

・・・なぜこれが必要か？？

出典：宮津市HPより



284月からの提案初期の会話の仕方

4つの要素を簡単にまとめた「ざっくり提案ストーリ」を当てて反応を見る

・１）の4要素をざっくりと提案ストーリにまとめて、それを役所に当ててみる。課題認識と解決策の
方向性がある程度、役所側の考えと合っているのかどうか、大まかな方向性を確認する。

・1枚～数枚程度の簡単な資料でO.K.。あるいは参考になりそうなペーパーなど。
場合によっては、（たばこ部屋での会話などで）口頭でもO.K.。

※ 青文字のような、自社の強みをさりげなく盛り込んでおく！



294月からの提案初期の会話の仕方

なぜ「ざっくり提案ストーリ」を当てて反応を見るのか？

『CO2削減に向けて、EV車のさらなる普及を促進したい!』

補助金

公共事業

規制緩和・強化
（法改正・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ）

研究開発

税制措置

1つの政策目標に向けても、いろんな政策手法（施策）が考えられるから！



30（ご参考：事業スキームを意識する）

（参考）自治体施策の種類（実施方法の違い）

スキーム概要事業の種類

自治体が自ら直接行う事業
（例）公共施設の整備・改修など

直接実施

自治体が事業の全部・一部を外部に業務委託して実施す
る事業
（例）市の観光プロモーション事業など

広告代理店や旅行業者等の民間企業に委託する

業務委託

指定管理者制度とは、公共施設をノウハウのある民間事
業者等に管理してもらう制度、地方自治法第244条の２
に定められてる公民連携の手法の一つ
（例）市営動物園の指定管理、など

指定管理

市から民間事業者や市民に対して直接補助金を出す事業
（参考：「補助金」＝審査あり「助成金」＝要件のみ）
（例）大阪府
「万博を契機としたバス事業者の脱炭素化促進事業」

補助金（直接）

市が外部団体（公益的な団体等）を経由して補助金交付
する事業
（例）東京都（東京観光財団経由）
「観光事業者のデジタル化促進事業補助金」

補助金（間接）

〇〇市
整備

建設会社
発注
（請負契約）

〇〇市

発注
（委託契約）

実施企業

事業実施

〇〇市

発注
（指定管理）

管理企業

管理

〇〇市
補助

補助

〇〇市
補助

補助

外部団体

補助
（基金等含む）



31（ご参考：事業スキームを意識する）

（参考）自治体施策の種類（実施方法の違い）

行政計画等における表現概要事業の種類

「～を行います」
「～を図ります」
「～を推進します」
「～に取り組みます」

自治体が自ら直接行う事業
（例）公共施設の整備・改修など

直接実施

自治体が事業の全部・一部を外部に業務委託して実施す
る事業
（例）市の観光プロモーション事業など

広告代理店や旅行業者等の民間企業に委託する

業務委託

指定管理者制度とは、公共施設をノウハウのある民間事
業者等に管理してもらう制度、地方自治法第244条の２
に定められてる公民連携の手法の一つ
（例）市営動物園の指定管理、など

指定管理

「～を支援します」
「～を促進します」

市から民間事業者や市民に対して直接補助金を出す事業
（参考：「補助金」＝審査あり「助成金」＝要件のみ）
（例）大阪府
「万博を契機としたバス事業者の脱炭素化促進事業」

補助金（直接）

市が外部団体（公益的な団体等）を経由して補助金交付
する事業
（例）東京都（東京観光財団経由）
「観光事業者のデジタル化促進事業補助金」

補助金（間接）

「～～を検討します」 には注意・注目！ 31



324月からの提案初期の会話の仕方
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さらに詳細ご関心のある方は

ぜひ個別にご相談ください



１．自治体を知る

自治体とは何か？どういう組織で、
どのように政策を立案して実行して
いるのか？

予算要求や執行など、自治体の仕組みを理
解することで、正しいアクションを取るこ
とができます。
自治体営業がつまづくポイントもお伝えし
ます。

２．行政職員を知る

自治体職員の態度に違和感を感じたこと
はありませんか？
なぜ彼らはそういう態度を取るのか？
その態度の裏側に何があるのか？

それを理解した上で接することで、コミュ
ニケーションが全く変わり、提案を通す力
が身につきます。

・2時間×3日間の研修をベースに、ワークやロールプレイ
を交えるなどカスタマイズも可能

・オンライン・対面、どちらでも

・基本 300,000円（税抜）

お気軽にお問い合わせください

→ info@oneness-link.com



ご清聴ありがとう
ございました！
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